
職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（案）概要 

 

１ 改正理由 

  国及び他の地方公共団体との均衡を考慮し、退職手当の基本額に係る勤続期間ごとの支給

率を引き下げるほか、在職期間中の職務・職責に応じた貢献度をより一層反映させるため、

退職手当の調整額の算定方法等を改める。 

 

２ 改正内容 

（１）支給割合の改定 

    退職手当の基本額に係る勤続期間ごとの支給割合を次のように改定する。 

    ア 普通退職の場合 

勤続期間 現   行 改 正 案 

１年～１０年 １００／１００ ５０／１００ 

１１年～１５年 １３５／１００ １１５／１００ 

１６年～２０年 １５０／１００ １５５／１００ 

２１年～２５年 １６５／１００ ２１０／１００ 

２６年～３０年 １８０／１００ １４０／１００ 

３１年以上 １６５／１００ １０５／１００ 

※ 最高支給率については、５０．００月を４１．２５月とする。 

 

      イ 定年退職等の場合 

勤続期間 現   行 改 正 案 

１年～１０年 １４０／１００ ８５／１００ 

１１年～１５年 １９０／１００ １６５／１００ 

１６年～２５年 １７５／１００ 

２６年～３０年 
２００／１００ 

３１年～３３年 １５０／１００ 

３４年 

１６０／１００ 

３５年以上 
６０／１００ 

９０／１００ 

※ 最高支給率については、５９．２０月を４９．５５月とする。 

 

       《経過措置》  

ア及びイの経過措置として、平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで

及び同年４月１日から平成２７年３月３１日までの間における退職に限り、勤続期

間ごとの支給率に係る削減率は、それぞれ３分の１ずつ引き下げるものとする。 

 

（２）調整額に係る改正 

    ア ポイントの改定 

退職手当の調整額の算出に係るポイントを次のように改定する。 

在職１年当たりのポイント 

経過措置 区 分 適用区分 
現  行 改 正 案 H25.4.1～

H26.3.31 
H26.4.1～
H27.3.31 

第１号区分 部長 ２４０ ３６０ ２８０ ３２０ 

企 画 総 務 委 員 会 

平成２５年３月２８日 



第２号区分 統括課長 １９０ ３００ ２２６．７ ２６３．４ 

第３号区分 課長・園長 １４０ ２４０ １７３．４ ２０６．７ 

第４号区分 
総括係長 
副園長 ９０ １８５ １２１．７ １５３．４ 

第５号区分 
係長 
統括技能長 ７０ １６５ １０１．７ １３３．４ 

第６号区分 技能長 ６０ １５０ ９０ １２０ 

第７号区分 
主任主事 
技能主任 
主任教諭 

５０ １３０ ７６．７ １０３．４ 

第８号区分 
上記以外 
の職員 ０ 現行どおり － － 

 

      イ ポイントの算定方法 

       会計年度ごとに確定する方法から、退職時に算定する方法に改める。 

 

（３）育児休業期間に係る除算割合の改正 

    勤続期間の計算における育児休業期間に係る除算期間について、次のように改める。 

区    分 現 行 改正案 

子が１歳に達した日の属する月までの期間 ３分の１ 

上記以外の期間 ２分の１ 
３分の１ 

 

（４）技能系・業務系職員等の特例措置 

    退職手当の調整額の拡充に伴い、現行人事制度の導入時期等により支給額の引下げの

影響が著しい技能系・業務系職員等に対し、次のように特例措置を行う。 

ア １級職に在職した期間に係るポイントの加算 

定年退職等により退職する職員の評価期間のうち、平成１９年度までの期間にお

ける対象期間（１級職に在職した期間）については、１年度につき、次に定める退

職日の属する年度の区分に応じたポイントを合計した数に退職手当の調整額の単価

を乗じて得た額を、その者の退職手当の調整額に加算する。 

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度以降 

２０ ４０ ６０ 

 

 イ 給料表における職務の級が２級以上であった者に係るポイントの加算 

アの加算を受ける者のうち、平成１９年度までの間に２級以上であった者について

は、アの加算額に、対象期間１年度につき、次に定める退職日の属する年度の区分

に応じたポイントを合計した数に退職手当の調整額の単価を乗じて得た額を加算す

る。 

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度以降 

６．７ １３．４ ２０ 

 

３ 施行期日等 

  平成２５年４月１日 


